大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター，2022年11月

	経済情勢トピックス《経済はコロナ禍前に戻ったか》


	2022年４～６月期の実質国内総生産は、コロナ禍前の2019年10～12月期の水準まで回復したが、３年前の2019年４～６月期よりは少ない。産業活動もコロナ禍前を上回るのは一部の産業に留まり、回復はまだら模様である。府内企業の業績でみても、少なからぬ産業でコロナ禍前に達しておらず、コロナ禍からの回復は道半ばの状況である。
今後、消費者物価が上昇する中で、実質消費の持ち直しが続くかを注視する必要がある。


１．わが国経済はコロナ禍からの回復途上
わが国の経済は、コロナ禍で2020年４～６月期に大きく落ち込んだが、その後、持ち直しに転じた（図表１）。2022年４～６月期の実質国内総生産（年率換算値）は544兆円で、コロナ禍前の2019年10～12月期を上回った。ここから、わが国の経済規模は、既にコロナ禍前の状況にまで回復したという見方ができるかもしれない。
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図表１　国内総生産の推移
資料：内閣府「国民経済計算」四半期別ＧＤＰ速報（2022年４-６月期・２次速報）
（注）年率換算値。
しかし、2022年４～６月期の名目国内総生産は547兆円で、2019年10～12月期の550兆円を依然として下回っている。このところ輸入物価の上昇により消費者物価は上昇しているものの、国内で生み出された付加価値の価格指標であるＧＤＰデフレーターは低下している。デフレの状況を反映し、名目国内総生産は、2019年10～12月期の水準には達していない。
実質国内総生産についても、2019年10～12月期は、同年10月に消費税率が８％から10％に引き上げられたことにより、経済が弱い状態にあった時期であり、その時の経済規模にまでようやく戻ったということである
。
2022年４～６月期の実質国内総生産を消費税率引き上げの駆け込み需要と反動減の影響が出る前の2019年４～６月期と比較すれば、13.3兆円少ない。
支出項目別にみると、家計消費、設備投資などは、３年前より少なく、多いのは政府最終消費支出のみである（図表２）。現状は、依然として弱い民間需要を公的需要により下支えしている状況である。
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2019年

４～６月期

2022年

４～６月期

増減

国内総生産(支出側) 557.3 544.0 -13.3 

民間最終消費支出 302.7 297.3 -5.4 

家計最終消費支出 295.7 287.9 -7.8 

民間住宅 20.8 17.8 -3.0 

民間企業設備 91.5 85.0 -6.5 

民間在庫変動 3.2 1.6 -1.6 

政府最終消費支出 110.4 117.3 6.9

公的固定資本形成 28.3 26.3 -2.0 

公的在庫変動 -0.0  -0.0  -0.0 

純輸出 0.6 -0.8  -1.4 

（参考）国民総所得 576.3 552.9 -23.5 

図表２　支出別実質国内総生産の増減
資料：内閣府「国民経済計算」四半期別ＧＤＰ速報（2022年４-６月期・２次速報）
（注）年率換算値。実質国民総所得＝実質国内総生産＋交易利得＋海外からの所得の純受取
国民総所得については、３年前と比べて23.5兆円少なく、国内総生産の減少幅よりも大きい。コロナ禍からの持ち直しの過程で、原油価格をはじめとした一次産品価格が上昇し、さらに2022年２月にはロシアのウクライナへの侵攻があったことから、価格上昇に拍車がかかった。それによって輸入物価が急上昇したため、国内居住者の実質購買力は海外へ流出した（交易利得は12.8兆円減少）。海外からの所得の純受取額は、2.6兆円増加したものの、交易利得の減少幅が大きかったため、国民総所得が国内総生産よりも大きく減少した。
2． 大阪府景気動向指数はコロナ禍前に達せず
　大阪経済も、回復は道半ばである。景気動向指数（ＣＩ：大阪府、一致指数）は、新型コロナウイルス感染症により、第１次緊急事態宣言下の2020年５月まで急激に低下し69.0になったが、その後、緩やかに持ち直した（図表３）。
ただし、2022年８月の同指数は95.0であり、2020年１月の95.6に近い水準にまで戻っているが、３年前の2019年８月の99.5と比べるとまだ低い水準である。
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図表３　景気動向指数（ＣＩ：大阪府、一致指数）
資料：大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター「大阪府景気動向指数」

（注）2015年＝100とする指数。2022年８月は速報値。
3． 商工業の回復はまだら模様

次に、産業活動の回復状況をみると、2022年８月の鉱工業生産指数は、2020年１月との比較で1.1％増である（図表４）。製造業については、コロナ禍前と同程度の水準に戻っている。
財別にみると、資本財の生産は2020年１月を14.6％増上回った。外需向けを中心とする機械受注の増加により、生産用機械工業の生産が堅調である。
一方、耐久消費財の生産は14.1％減少した。これは、耐久消費財においてウェイトの大きい自動車工業が79.7％の減少寄与率と大きかったためである。半導体の供給制約等により自動車の生産回復が遅れていることにより、耐久消費財の生産が減少している。
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図表４　鉱工業生産指数の増減率（全国）
資料：経済産業省「鉱工業生産指数」

（注）季節調整値。2015年＝100とする指数の2020年１月から2022年８月にかけての増加率。
第３次産業の活動指数は、2022年８月において2020年１月と比べて1.6％減少している（図表５）。
図表５　第３次産業活動指数の増減率（全国）
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資料：経済産業省「第３次産業活動指数」

（注）季節調整値。2015年＝100とする指数の2020年１月から2022年８月にかけての増加率。
産業別では、金融業,保険業、医療，福祉、情報通信業などの堅調な産業もみられるが、生活娯楽関連サービス、卸売業、運輸業,郵便業などの産業で低調なことが、第３次産業活動指数の戻りが鈍い要因である。
　ただし、堅調な産業にも不調な業種があり、不調な産業の中にも堅調な業種があるなど、回復の状況は、まだら模様である。
　情報通信業では、インターネット附随サービスや情報サービス業は堅調であり、その中でもゲームソフトは40.4％増と好調である（図表６）。これに対して、映像・音声・文字情報制作業は17.7％減と不調である。この産業には、出版業など構造的に厳しい業種が含まれるほか、映画制作・配給業についても、この期間に活動が半減するなど、コロナ禍の打撃が引き続き深刻な業種が含まれている。
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図表６　情報通信業の活動指数の増減率
資料：経済産業省「第３次産業活動指数」

（注）季節調整値。2015年＝100とする指数の2020年１月から2022年８月にかけての増加率。
　運輸業については、特に、航空運輸業が低調である（図表７）。その中でも航空貨物運送業が1.7％減と、コロナ禍前とほとんど同じ水準にあるのに対して、航空旅客運送業は35.5％減で、航空旅客運送業の中でも国際航空旅客運送業は70.2％減と落ち込みが大きい。コロナ禍で人流、とりわけ国境を跨いだ人の移動が滞ったことによる打撃の深刻さを示している。一方で、運輸業の中でも道路貨物運送業はコロナ禍前を上回る。その中でも、宅配貨物運送業が14.5％増と好調である。巣籠り需要の中で、通信販売の利用が盛んになるなど消費行動の変化が加速化したことを反映している。
卸売業については、ほとんどの業種で減少しているが、飲食料品卸売業で減少率が小さいのに対して、各商品卸売業や繊維・衣服等卸売業では減少率が大きい（図表８）。コロナ禍で外出機会が減少し、衣服等の購入額が減少したことなどが、卸売業に影響を与えている。
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図表７　運輸業の活動指数の増減率
資料：経済産業省「第３次産業活動指数」

（注）季節調整値。2015年＝100とする指数の2020年１月から2022年８月にかけての増加率。
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図表８　卸売業の活動指数の増減率
資料：経済産業省「第３次産業活動指数」

（注）季節調整値。2015年＝100とする指数の2020年１月から2022年８月にかけての増加率。
　生活娯楽関連サービスについて業種別にみると、宿泊業が最も減少率が大きく、飲食店，飲食サービス業がそれに次いで減少率が大きい（図表９）。その他の生活関連サービス業がそれに次ぐが、この業種には旅行業が含まれる。観光関連産業は、まだ回復には至っていないことが示される。
娯楽業についても、競輪・競馬等の競走場，競技団は33.1％増となるなど一部の業種で好調であるが、遊園地・テーマパークが37.2％減であり、パチンコホールも22.2％減である。業種による差異が大きいが、娯楽業としては概ね低調である。
一方で、ペット・クリニックは57.1％増と大きな増加率になっている。外出を自粛する中で、ペットにかける支出が増加し、同産業が好調であった。また、コロナ禍で公共交通機関を避けて自家用車を利用することが増え、自動車整備業（家庭車両用）の指数が増加したとみられる。
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図表９　生活娯楽関連サービスの活動指数の増減率
資料：経済産業省「第３次産業活動指数」

（注）季節調整値。2015年＝100とする指数の2020年１月から2022年８月にかけての増加率。
４．業績はコロナ禍前に戻っていない業種が少なくない
大阪府内企業の業績でみても、2019年７～９月期は営業利益判断ＤＩはプラスであり、黒字企業割合が赤字企業割合を上回っていた（図表10）。しかし、2022年７～９月期はＤＩはマイナスであり赤字企業の方が多く、依然コロナ禍前の業績までには戻っていない。

業種別にみると、ＤＩは、情報通信業など、コロナ禍前とほぼ同水準にまで回復した業種がある一方、飲食店・宿泊業などは、大きく低下している。
５．物価上昇が消費回復の重荷になる懸念
最後に、家計調査から名目消費金額をみると、選択的支出は消費税率引き上げ前の2019年７～９月期をピークに2020年４～６月期まで急激に減少した（図表11）。その後、持ち直しの動きがみられるが、緩やかな増加であり、コロナ禍前よりも少ない支出額のままである。
一方、基礎的支出はコロナ禍でも大きな落ち込みはなく、2022年４～６月期はコロナ禍前よりも支出額が増えており、堅調に推移しているようにみえる。
ただし、基礎的支出のデフレーターは、2021年後半から上昇している。光熱費や食費の価格上昇の影響が顕著にみられる。
今後、生活に不可欠なモノやサービスの物価上昇により基礎的支出が増えることにより、選択的消費支出に回せるお金が限られ、実質消費の持ち直しを抑制することが懸念材料である。
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図表10　大阪府内企業の営業利益判断ＤＩの変化
資料：大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター「大阪府景気観測調査」
（注）営業利益判断ＤＩ＝「黒字企業割合」－「赤字企業割合」
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図表11　消費支出額とデフレーターの推移
資料：総務省「家計調査」

（注）二人以上の勤労者世帯。
（町田　光弘）
� 小方尚子「実質GDPのコロナ前水準回復をどうみるか」（日本総研Research Eye No.2022-036、2022年8月23日）においても、2019年10～12月期は消費増税直後であったため、比較対象としてふさわしくないことや、回復が公的需要に偏っている点を指摘し、「回復はまだ道半ば」と表現している。
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